
年 月 ～ 年 月 　未婚者の交流の場、出会いの場を提供することにより、人口
増や若者定住の促進につながるため、少子高齢化が進む本市に
おいて重要な施策である。
　成婚後、安芸高田市内へ住居を構えて住んでいただけるよ
う、住宅政策担当課と協力して施策を進めていく必要がある。

○

○

○

○

○

○

×

他の事務事業と統合できない事務事業である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

×

国や県と重複のない事務事業である

作成者氏名

1 一般会計

（42）1126

1

結婚相談事業費

総務費

1

10

2

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

会計名

備考欄（留意事項）チェック
市民部　市民生活課 0826

電話
住吉　育愛

511

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ 安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

市民のニーズを的確に把握している

担当部課 チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

結婚サポート事業

4 平成

Ⅴ計画の推進

平成 21

対　　　象
（誰のために）

結婚を希望する未婚の男女で本市に住所を有する者又は本市に定住を希望する者

総務管理費

諸費

諸費

○

中事業
施　 策 結婚サポート事業

6

大事業

主要施策 4.その他

主な
関連

予算・
事業名

項

目

款

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

×

○

○

　結婚コーディネーターは、月１回連絡会議を開催し、情報交
換を行い、出会いの創出を図り、カップリング交流イベント
で、複数の男女に出会いを創出している。
　結婚コーディネーターへの謝金（成功報酬1組30万円）は、
成婚するまでの様々な世話人の経費・労力に対するものではあ
るが、単市補助であるため、今後見直しも必要である。

　今年度5組が成婚し、本市に定住しており、そのうち1組に
子どもが授かり、定住人口の増加や、少子化対策をになった。
　結婚コーディネーターの先進地視察を行い、イベント開催時
のアイデアや新しい知見を得て、コーディネーターとしてのス○

×

○

○

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

一般財源等 7,2427,242 一般財源等7,001 合計7,001 4,039一般財源等

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 3,672

財源（千円） コスト（千円）

 直接事業費 直接事業費 4,039

コスト コスト（千円）

国県補助金等3,936

受益者負担

合計

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○

○

○

○

4,039

受益者負担

財源（千円）

×

○受益者負担を検証している

結婚相談員と結婚コーディネーターを配置し、結婚に関する相談や結婚希望者の紹介活動を行う。また、カップリング交流
イベントを実施し結婚希望者の出会いの機会の創出をする

合計

コスト（千円）

3,329

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

単位あたりコストを削減することはできない

効
率
性

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

国県補助金等

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

結婚を前提とした出会いを創出し少子化の一因とされる未婚の男女の増加に歯止めをかけ人口増や若者定住を促進する

人件費

財源（千円）

3,306人件費

23年度 24年度

人件費 受益者負担

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

のアイデアや新しい知見を得て、コーディネーターとしてのス
キルアップを図ることができた。

○

○

―

○

○

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

　カップリング交流イベントの開催時は、HPを利用し対象者
に周知し、登録者には別途郵送している。

○市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

必要人員

100.00

時間外勤務手当

0.40

7,2427,242

－

－

－97.08%

人

7,001 合計

0.40

64.00

1,078,000

7,001

169.00

－

－

実績値

計画値 100.00

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

単位当たりコスト①

千円

23年度

19.00 31.00

25年度指　標　名　等 24年度

68.00

結婚コーディネーター連絡
会議出席率

94.12%

16,843.75

参加人数
1,神楽団員　64/40
2,サッカー観戦　36/40
3,船コン 11
　(他のイベント参加につき男性のみ)
4,まちこん　45/制限なし
5,毛利元就　36/40

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

今後の計画値
（計画年度）

年度

有
効
性

人

－

－

100.00

年度

137.00

カップリング交流イベント
参加者数

120.00

133.00

－

千円

4,039

千円

人

合計

活
動
・
結
果
指

単位

％

人

対　前　年　比

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市民への情報提供を行っている

コ ス ト

単位当たりコスト②

単位

1,267,000

18,632.35

4,039

○

○目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

合計 成果指標について当初設定した計画値が達成できた

月1回の結婚コーディネーター連
絡会議の参加率(結婚コーディ
ネーター22人)

市
民
参
画

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

目標年度に目標を達成できそうである

備 考
（指標の計算方法、算式等）

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

中村　慎吾

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

　５組の結婚が成立し、そのうち1組子どもを授かっており、定住
人口の増加を図った。
　結婚コーディネーターの視察研修を行い、スキルアップを図っ
た。
　新聞などにも取上げてもらい、本市が取組んでいる制度が広まっ
た。

解決できていない課題

　結婚コーディネーター連絡会議出席率が低下しており、新たなコー
ディネーターの発掘や、情報交流をもっと活発に行われるような体制も
検討していかなければならない。

完了した

カップリング交流イベントやお見合
いによる出会いの創出(年度末現在)

10.00

年度

目標値
（目標年度）

－

予算（大事業）名

縮小して継続する優先的に継続する

他事業と統合する
資源配分の方向性

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

年度

継続する

休止、廃止をする－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

24年度23年度 25年度

－

－

－

－

6.00 3.00

10.00 10.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

3.00

10.00

年度

年度

3.003.00

4.00 5.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

組

単位

組
成婚者数

計画値

実績値

指　標　名

カップル数

計画値

単位 計画値

実績値

－

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

－実績値 年度4.00 5.00組

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

511 市民部 市民生活課（結婚サポート事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市議会事務

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

―

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市議会運営事業

3 平成

議会費

議会運営費

対　　　象
（誰のために）

市議会議員、市民、市職員

一般会計

456

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市議会運営事業

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森岡　雅昭

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

―

―

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

23,513

0

27,757

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

―

○

8,530

○

合計

―

―

×

―

○

○

×

8,530

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 6,749

人件費 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

0

市議会としての対外的な事務、議員の福利厚生、議長公務の円滑な遂行の支援、会議施設の維持管理など市議会の根幹に
係る庶務関係の事務を効率的に行う。
正確性を確保しつつ、可能な限り迅速に会議録を作成して市ホームページへ掲載し、市民への情報の公開・提供を行う。

市議会議長会や各種協議会に関する事務、議員報酬・共済年金に係る事務、議長の秘書事務、会議室の設営（議場・委員会
室）及び議長室など施設の維持管理、議会費予算の管理、議員・事務局職員の研修など。定例会、臨時会及び各常任委員
会、特別委員会等の会議録を作成して関係者に配布するとともに、市ホームページから市民が手軽に閲覧できるようにして
いる。（ホームページでの閲覧は、本会議、予算・決算審査を行う委員会の会議録としている。）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,648 0

0

8,530一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 30,26230,262 一般財源等 33,405

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

33,405

●効果の適正把握：
　効果の把握については、現在把握の手段を設けていないため
把握できていない状況である。市民へのアンケート調査を実施
するなどの手段が必要と考える。

●コスト削減：
　定例会運営や委員会開催等にかかる経費の主なものは費用弁
償であり、前年度より費用弁償の見直しを行い、日当を実費弁
償としてコスト削減に努めているが、更なる改善が必要と考え
る。
●単位あたりコスト：
　議事録作成委託料について、電子データー蓄積の事情によ
り、現在１社の随意契約で委託を行っているが、電子データ蓄
積の実情が解消できれば、委託料を数社での入札により削減で
きると考えられる。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

○

○

合計

―

○

8,530

定例会、臨時会の議事録（全文記
録）を業者委託
・定例会開催日数 １９日 941頁
・臨時会開催日数 　２日　38頁

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

頁

頁

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

8,530

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

400.00 予算、決算常任委員会の会議録
（全文記録）を業者委託
・予算常任委員会 ３日 217頁
・決算常任委員会 ２日 203頁

年度

950.00

H26

人

千円

H26228.00

2.80

単位当たりコスト①

162.09% －

1,003.90

70.0070.00

計画値

－

有
効
性

×

―

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

352,275

合計

479.00

24年度

604.00

687,225

－

400.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 606,357

979.00

委員会　会議録作成
400.00

本会議　会議録作成

－

実績値

計画値

184.21%

－

701.97

343.00

合計

人

指　標　名　等

30,262

必要人員

30,262

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

323,400

770.001,545.07

420.00

400.00

800.00

60.00 70.00 議長公用車を公務で運行

33,405

800.00

－

3.30

33,405 するなどの手段が必要と考える。
●実績値の向上：
　本会議・委員会会議録の作成において、前年度より作成期間
が長くなっている。特別委員会等の設置が増えたことにより会
議録作成事務への影響が出たと思われるが、他市の状況と比較
し、更なる努力が必要である。
●目標年度の達成：
　上記の状況を見ても、目標年度での達成は難しい状況と思わ
れるが、事務分掌の改善を行うなど、達成に向けての努力が必
要である。

○

950.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

1,008.00 －
委員会　会議録作成

単位 計画値 1,000.00

頁 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

月

単位

％
議長公用車　稼働率

計画値

実績値
本会議　会議録作成

指
標

本会議　会議録作成
単位

単位

800.00

0

800.00

50.00

702.00

1,000.00 1,000.00

－

－

30.00

6.00

議長公用車稼働回数／稼働可能日数
（47／240）

計画値

実績値

30.0050.00

27.50 19.58

－

70.0070.00

頁 実績値

単位当たりコスト③

実績値
議長公用車　運行回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

950.00

－

9.50 9.60

6.00 6.00

－

604.00

0.00

66.00

23年度 24年度

60.00

47.00

0

979.00

0.00

71.21%

70.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

定例会議事録を作成
（業者委託）

議会運営委員会、常任委員会、特別
委員会及び全員協議会の会議録を作
成（要点記録）

議長公用車を公務で運行
・市内運行 １２回
・県内運行 ３０回
・県外運行 　３回

目標値
（目標年度）

年度

定例会、臨時会最終日から市議会
ホームページ公開までの月数

6.00

－

H26 年度－

1,000.00

950.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

H26 年度

H26 年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・議会改革の取組として、特別委員会において安芸高田市議会議員
政治倫理規程を策定。
・委員会の複数所属を検討し、予算決算常任委員会のみとした。

解決できていない課題

・議会中継（生中継・録画中継）の配信検討。
・申し合わせ事項の確認。
・会議録の作成期間短縮と作成方法検討

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

山中　章

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 27.50 19.58 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

456 議会事務局 議会事務局（市議会運営事業）



年 月 ～ 年 月 ×

×

備考欄（留意事項）

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

●市民ニーズの把握：
　わかりやすい広報記事の作成を基本にしているが、専門用語
の使用や、議案等について、内容の説明が不足している。
●実施主体：
　民間委託や毎月発行している市広報との統合も考えられる
が、現在、議会広報は定例会ごとの年４回発行しており、議員
で構成する特別委員会で主体的に取り組まれている。そのた
め、趣旨からはずれることになる。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤堂　洋介

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市議会広報事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

457

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

議会費

議会運営費

対　　　象
（誰のために）

市民（全世帯）、関係機関、事業所等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市議会広報事業

3 平成

○

○

○

○

○

○

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市議会事務

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

市議会広報事業の実施は「市民へ、市政情報を正確でわかりや
すいものを提供することを目的としている。」
本市議会の議会広報は、「読みやすい構成がなされている。」
と先日、参加した研修会の講師から講評をいただいた。

●コスト削減：
　コスト削減の観点から考えれば、民間委託や市広報への統合
の検討も考えられる。現在の状況で、印刷製本は指名入札で委
託している。この委託料は合併以降、年々安くなっている。
近隣他市町と比較しても非常に安い単価で委託している。

9,124

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

9,124一般財源等合計 7,0737,073 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×

0

3,047一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

0

議会の審議経過を中心に、市政の情報を「正確かつわかりやすく」市民に提供することで、市民が市政や議会に関心をもっ
ていただくことを目的とする。

①毎定例会後に「議会だより」を編集・発行。（年４回発行）
　　行政嘱託員を通じて、市民全戸、関係機関等へ配布している。
②市議会ホームページの議会情報の発信。
　　議員名簿、定例会の日程、一般質問の通告状況、議長交際費、政務調査費、会議録等を公開している。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,133 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,195

人件費 0

○

3,047

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

×

○

―

○

○

○

合計

○

×

○

3,047 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,878

0

7,991

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ●市民参画：
　紙面へ市民が議会を傍聴された感想や意見等を掲載している。
●協働：
　これまで、朗読ボランティアグループにカセットテープへの議
会だより朗読の吹き込みをお願いしていた。しかし、平成24年度
においては、カセットテープへの吹き込みは実施していない。

○

1,200,000.00

と先日、参加した研修会の講師から講評をいただいた。
しかし、まだまだ改善する事項はあり、他市町の広報も参考に
しながら改善していき、市民に市政や議会に関心を持っていた
だきたい。

－

0.95

9,1249,124

1,248,000.00

6.00 ・委員の費用弁償　826円／1人6.00

48,000.00

1,248,000.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

787,248

16.4018.90

48,000.00

86.00

合計

人

指　標　名　等

7,073

必要人員

7,073

99.17%

－

0.75

議会だより　年間配布部数
49,600.00

議会だより　印刷製本数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 982,800

1,144,000.00

914,760

合計

138.00

24年度

1,248,000.00

852,852

－

48,000.00

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

91.67% －

0.79

6.006.00

計画値

－

人

千円

H2648,400.00

0.70

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

49,200.00 平成２４年度配付部数
・第３３号　12,000部
・第３４号　12,000部
・第３５号　12,000部
・第３６号　12,000部
コスト：配布部数の印刷製本費

年度

1,200,000.00

H26実績値

3,047

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

枚

部

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

3,047

１部あたりページ数×１回あたり
発行部数×年間発行回数
・第３３号　24頁×13,000部
・第３４号　18頁×13,000部
・第３５号　28頁×13,000部
・第３６号　18頁×13,000部

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

×

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

山中　章

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・議会広報・ホームページによる情報提供。

解決できていない課題

・インターネットを利用したホームページでの議会録画配信。

H26

年度

H26 年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年間配布部数／年間発行部数
未配布7.7％は保存用及び来庁者・視
察来訪者・他市町等への資料用

96.00

－

H26 年度－

28,000.00

4.00

100.00%

6.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

毎定例会後に発行

市議会HPのトップ画面に設置し
たアクセスカウンターの数値

・委員の費用弁償　826円／1人
・年間　18回
・延べ　106人

目標値
（目標年度）

4.00

12,672.50

6.00

23年度 24年度

6.00

6.00

89,208

4.00

14,868.00

4.00

－

93.08 92.30

95.00 95.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
議会広報特別委員会委員数

対　前　年　比

人

－

6.006.00

計画値

実績値

21,890.00

25,000.00 40,000.00

－

－

95.00

4.00

76,035

4.00

指
標

議会だより　年間発行回数
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
議会だより配布率

指　標　名

31,230.00 －

市議会ホームページ
アクセス回数

単位 計画値 13,000.00

回 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

読者率

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

457 議会事務局 議会事務局（市議会広報事業）



年 月 ～ 年 月 ―

―

備考欄（留意事項）

款 1

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

●実施内容の検証：
　行政視察の実施・政務調査費の交付や使途など、社会環境の
変化に対応した検証がなされていない状況であり、今後は社会
環境を把握しながら検証に努めたい。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
森岡　雅昭

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5621

3 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

市議会調査事業

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

議会費

議会費

議会事務局担当部課

作成者氏名

458

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

議会費

議会運営費

対　　　象
（誰のために）

市議会議員、事務局職員、行政関係者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

市議会調査事業

3 平成

○

○

―

○

×

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 市議会事務

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○
●計画値の達成：　●実績値の向上：
　政務調査費の制度の変更や様式の変更、また、議員の改選の
年度であったため、報告時に混乱が生じ、訂正回数が増えたも

●コスト削減のための実施方法：
　資料や様式等の配付について、ペーパーレスの実施など、コ
スト削減に努めたい。
●効果向上のための実施方法：
　行政視察の方法や実施後のまとめ等、実施方法について、最
適な方法を検討する必要があると考える。

11,556

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

11,556一般財源等合計 18,48418,484 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×

0

10,126一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

0

他市町の議会制度や運営方法について調査し、円滑で開かれた議会運営を行う。
他市町の行政事業を調査し、市政・議会運営に反映させる。

電話、文章、電子メール、インターネットによる情報収集。
現地調査、行政視察、政務調査等を実施し、他市町の議会運営や行政の事業制度を調査する。
（政務調査）議員の申請に対して、市が１人あたり月額３万円を上限に支給する。
　　　　　　収支報告書を市議会のホームページで公開する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等5,248 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 5,888

人件費 0

○

10,126

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

―

×

○

○

合計

○

×

○

10,126 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

12,596

0

6,308

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

60.00

年度であったため、報告時に混乱が生じ、訂正回数が増えたも
のと思われる。今後は、新制度に合わせ、様式等の簡素化や書
きやすいものに改めるようにしたい。

－

0.75

11,55611,556

60.00

10.00

60.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0

0.000.00

10.00

184.00

合計

人

指　標　名　等

18,484

必要人員

18,484

40.00%

－

53,034.36

政務調査費収支報告
処理日数

12.00

視察事務従事述べ日数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,555,035

45.00

0

合計

109.00

24年度

65.00

2,386,546

－

12.00

有
効
性

×

―

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

69.23% －

39,308.23

計画値

－

人

千円

H2625.00

1.50

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

10.00 政務調査費の収支報告書及び実績
報告書の数値及び添付書類等の確
認処理日数

年度

60.00

H26実績値

10,126

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

日

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

10,126

常任委員会、特別委員会等の視察
準備、視察実施、まとめの日数
・総務企画常任委員会 １５日
・文教厚生常任委員会 １５日
・産業建設常任委員会 １５日
・特別委員会等　　　　 ０日

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

山中　章

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・政務調査費復命書のインターネット公開を実施。
・政務調査費を政務活動費に制度（25年度から適用）

解決できていない課題

・政務調査費を新たに政務活動費として運用。

年度

年度

H26

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

報告様式の延べ訂正回数10.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

11.00 45.00

10.00 10.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

10.00

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

回

単位

計画値

実績値

政務調査費収支報告書の
訂正等の回数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

458 議会事務局 議会事務局（市議会調査事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営
2

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙管理委員会運営事業

3

選挙管理委員会費

選挙管理委員会の運営に要する経費

対　　　象
（誰のために）

選挙人。

一般会計

461

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）1136

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

選挙管理委員会費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

地方自治法参照
　・第181条（選挙管理委員会の設置及び組織）
公職選挙法参照
　・第5条（選挙事務の管理）
　・第6条（選挙に関する啓発、周知等）
　・第19条（永久選挙人名簿）　等

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

10,169

5

6,017

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

1,043

―

○

合計

―

○

○

×

○

○

×

1,043

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 927

人件費 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

2

選挙が選挙人の自由に表明せる意思によって公明且つ適正に行われることを確保する。

法律又はこれに基づく政令等の定めるところにより、選挙管理委員会が処理すべき事務及び選挙管理委員会の運営に必要な
事務。
・永久選挙人名簿及び在外選挙人名簿の調整
・選挙管理委員会において決定すべき事項の審議並びに決定事項の告示
・その他選挙管理委員会の運営に必要な事務及び事務局事務

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等923 1

0

1,041一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―

○一般財源等合計合計 11,09111,096 一般財源等 6,940

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

6,939

・「専門性」については、数値化による具体的な度合いが定
まっていないため、評価は困難であるが、事務局職員2名の経
験年数は、いずれも3年未満であり、「活用できている」との
評価は不適当と考える。（選挙管理委員会委員については、議

・コストの大部分を人件費（事務局職員人件費）が占めてお
り、また、当該人件費の算定が業務量の割合で算出される「事
務事業に係るに人工数」を用いていることから、当該専任職員
2名の他の業務量が増加すると、当該業務量割合は下がること
となる。

・受益者負担については、安芸高田市手数料条例に基づく手数
料を適用しているため、個別の検証はしていない。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

○

1,043

定時登録時登録者数の平均
≪平成24年度実績≫
　6月　　26,306人
　9月　　26,241人
　12月　 26,159人
　3月　　26,054人
コスト＝当該事務に係る人件費相当額

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

1,041

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

35.00 年度末現在登録者数

コスト＝当該事務に係る人件費相当額

年度

25,200.00

H26

人

千円

H2636.00

1.21

単位当たりコスト①

98.60% －

37.72

28.00220.00

計画値

－

有
効
性

○

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

106,000

合計

313.00

24年度

26,561.00

259,000

－

41.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,002,000

26,190.00

在外選挙人名簿登録者数
41.00

永久選挙人名簿登録者数

－

実績値

計画値

97.22%

－

9.89

157.00

合計

人

指　標　名　等

11,091

必要人員

11,096

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

65,000

1,857.142,944.44

35.00

35.00

26,400.00

108.00 当該年度中の議案数

6,940

26,600.00

－

0.69

6,939 評価は不適当と考える。（選挙管理委員会委員については、議
会において選挙されているため、評価に馴染まない。）

・選挙啓発について、「安芸高田市明るい選挙推進協議会」と
協働した活動を行っている。

○

25,800.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

1.00 －
事務担当者研修参加延人数

単位 計画値 2.00

人 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

％
選挙管理委員会告示率

計画値

実績値

選挙人名簿縦覧期間中
の異議申出件数

指
標

選挙管理委員会開催数
単位

単位

12.00

3,304,000

12.00

100.00

5.00

2.00 2.00

－

－

100.00

0.00

告示件数÷告示すべき件数計画値

実績値

100.00100.00

100.00 100.00

－

28.00220.00

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
選挙管理委員会審議議案数

対　前　年　比

件

計画値

コ ス ト

計画値

12.00

－

0.00 0.00

0.00 0.00

－

13.00

45,260.27

73.00

23年度 24年度

140.00

1,481,000

14.00

10,578.57

191.78%

108.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

当該年度中の委員会開催数

当該年度中の研修会参加延人数

当該年度中の議案数
　選挙執行関係　118議案
　定時登録関係　 12議案
　その他議案　　 10議案
コスト＝上記事務以外に係る人件費相当
額及び直接事業費

目標値
（目標年度）

年度

当該年度中の選挙人名簿縦覧期間に
名簿の登録に関して異議の申出を受
けた件数

0.00

－

H26 年度－

2.00

12.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

H26 年度

H26 年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

特になし。

解決できていない課題

　文書整理（特に、選挙管理委員会での議案及び告示関係）において、
過去の（平成16年度から平成20年度）事務処理内容が確認できないた
め、諸規程の有無を含めた確認から事務内容を整理する必要がある。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大野　泰典

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％

指標化できない成果

－実績値 100.00 100.00 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

461 選挙管理委員会事務局（選挙管理委員会運営事業）



年 月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営
1

継続

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

○

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙啓発事業

3

選挙啓発費

選挙啓発に要する経費

対　　　象
（誰のために）

選挙人

一般会計

462

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）1136

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

選挙啓発事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」が行う啓発活動に要す
る経費について補助金を支出することの妥当性について評価し
た。
・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」の事務局を選挙管理委
員会事務局内とし、当該事務を選管事務局員が行うことの妥当
性について評価した。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

840

0

872

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

×

635

―

○

合計

○

○

×

―

○

○

×

635

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 362

人件費 0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

0

選挙が公明且つ適正に行われるように、常にあらゆる機会を通じて選挙人の政治常識の向上に努める。

・安芸高田市明るい選挙推進協議会による啓発活動の支援を通じて選挙制度の周知や投票を呼びかける。(常時啓発活動)
・選挙の執行に際して、選挙違反の防止や投票の棄権防止活動を行う。(選挙時啓発活動)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等440 0

0

635一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―

○一般財源等合計合計 1,2021,202 一般財源等 1,312

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,312

・選挙啓発の効果を適正に把握する方法は極めて困難と考えて
いる。

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」が行う啓発活動を補助
金の助成により支援する方法で選挙啓発を推進している。
・主要な選挙の執行時に選挙啓発を担う団体として、所謂「明
推協」は全国的にも、選挙制度における重要な役割を担ってい
る。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

635

当該年度補助金交付確定件数
活動費補助　　　　270,128円
選挙時啓発補助　　28,400円

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

635

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

93.00 当該年度総会時推進委員数
男56人、女37人
任期　2年(平成24年総会から)

年度

1.00

H26

人

千円

H26116.00

0.10

単位当たりコスト①

200.00% －

360,000.00

8.008.00

計画値

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

1,202,000

合計

45.00

24年度

1.00

298,528

－

116.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 360,000

2.00

安芸高田市明るい選挙推進
協議会推進委員数

105.00

明るい選挙推進協議会活動
補助金交付件数

－

実績値

計画値

80.17%

－

149,264.00

13.00

合計

人

指　標　名　等

1,202

必要人員

1,202

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

1,312,000

14,107.5310,362.07

93.00

93.00

1.00

8.00 8.00 生徒議会、新成人啓発物配布、啓

1,312

1.00

－

0.10

1,312

・「安芸高田市明るい選挙推進協議会」は、市民による自主組
織として活動しており、市(選挙管理委員会)と協働の関係にあ
る。

―

1.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

7.00 －

安芸高田市明るい選挙推進
協議会選挙時啓発活動日数

単位 計画値 0.00

日 実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％

安芸高田市明るい選挙推進
協議会啓発活動費に対する
補助率

計画値

実績値

明るい選挙啓発ポスター作
品応募者数

指
標

安芸高田市明るい選挙推進
協議会常時啓発活動日数

単位

単位

14.00

360,000

14.00

100.00

0.00

7.00 7.00

－

－

100.00

380.00

計画値

実績値

100.0090.00

73.85 100.00

－

8.008.00

日 実績値

単位当たりコスト③

実績値

安芸高田市明るい選挙推進
協議会啓発活動事業数

対　前　年　比

事業

計画値

コ ス ト

計画値

14.00

－

415.00 241.00

380.00 380.00

－

18.00

45,000.00

8.00

23年度 24年度

8.00

6.00

270,128

13.00

45,021.33

75.00%

8.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

当該年度常時啓発活動延日数

当該年度選挙時啓発活動延日数

生徒議会、新成人啓発物配布、啓
発ポスター募集、広報紙「明るい
ひろば」発行、研修会開催、県研
修会参加(選挙時啓発を除く。)

目標値
（目標年度）

年度

380.00

－

H26 年度－

0.00

14.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H26

H26 年度

H26 年度

H26

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

特になし。

解決できていない課題

　市から市明推協への補助金が、定率の削減対象に分類される為、市明
推協による啓発活動が縮小することも懸念される。
　将来は、補助金方式による選挙啓発から委託方式等による選挙啓発に
事業の転換を検討する時期が来ると思われる。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

大野　泰典

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

％補助率

指標化できない成果
啓発事業が選挙人の政治常識に寄与した度合について、数値化による成果の検証は困難。

－実績値 73.85 100.00 H26 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

462 選挙管理委員会事務局（選挙啓発事業）



年 月 ～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

4

チェック

・選挙に関する事務は、選挙管理委員会が管理する。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている3

電話
大野　泰典

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）1136

国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

選挙費

選挙管理委員会事務局担当部課

作成者氏名

463

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

選挙執行費

対　　　象
（誰のために）

選挙執行時に選挙人名簿に登録された選挙人及び当該選挙候補者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

選挙執行事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.その他

Ⅴ計画の推進

平成 16

施　 策 選挙管理委員会の運営

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・選挙の投開票事務については、市役所職員を任命権者と協議
の上、活用中。
・コストの削減と選挙の適正執行に対するリスクは負の相関関
係にあると思われる。

39,303

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

62,192一般財源等合計 13,15114,778 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―

―

0

10,663一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

42,563

公明且つ適正な選挙の執行管理。

平成24年度中の選挙
　安芸高田市長選挙及び安芸高田市議会議員補欠選挙(平成24年4月8日執行)、安芸高田市議会議員一般選挙(平成24年11
月18日執行)、本郷財産区議会議員一般選挙(平成24年8月26日執行)、北財産区議会議員一般選挙(平成24年11月4日執
行)、横田財産区議会議員一般選挙(平成25年3月3日執行)、第４６回衆議院議員総選挙(平成24年12月16日執行)

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等51,642 22,889

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 8,727

人件費 0

×

53,226

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

―

○

○

―

○

合計

×

○

○

53,226 事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた0

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

6,051

1,627

10,550

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

―

・選挙時啓発は、安芸高田市明るい選挙推進協議会と協働して
実施している。
・期日前投票所等の投票立会人を有権者からの申出による事前
登録制により選任。

×

14.00

－

1.21

39,30362,192

0.00

20,500.00 当日(不在者含む)投票者数

2.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

27,180,765

1,038.35

26,177.00

93.00

合計

人

指　標　名　等

13,151

必要人員

14,778

－

31,096,500.00

選挙人名簿登録者数

選挙数(有投票)

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

2.00

合計

549.00

24年度

0.00

62,193,000

－

26,400.00

有
効
性

―

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

#DIV/0! －

20,200.00

計画値

－

人

千円

H28

0.72

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

26,000.00 選挙時登録者数
平成24年11月10日現在
(安芸高田市議会議員一般選挙)

年度

1.00

H26実績値

10,663

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

回

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

53,226

選挙が執行された回数
(執行期日が当該年度内の選挙)
市長選挙(無投票)　　　　１回
市議補欠選挙(無投票)　　１回
市議一般選挙(有投票)　　１回
衆議院総選挙(有投票)　　１回
財産区選挙(無投票) 　　  ３回

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

大野　泰典

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

特になし。

解決できていない課題

　選挙の執行に係る事務全般について、、効率的・安定的な事務の遂行
を可能にする、マニュアル化を図る必要がある。
　この事務事業評価シートでは、年度をまたいで執行される選挙や複数
の選挙が執行される場合に、コストや各種の指標に基づいて、適正に評
価することが困難なため、独自の評価を検討する必要がある。

H28

H28 年度

H28 年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

当該年度内に当選人と決定した者
の数

－

－

H28 年度－

90.00

20,500.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

期日前投票所を除く。
投票管理者及び投票立会人を除
く。
選挙長及び選挙立会人を除く。

当日(不在者含む)投票者数
13,551人
期日前投票者数
 5,507人

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

19,058.00

27,180,765

146.00

1,426.21

－

119.00 55.00

124.00 56.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

人 実績値

単位当たりコスト③

実績値

安芸高田市議会議員一般選
挙　投票者数

対　前　年　比

人

－

20,200.00

計画値

実績値

90.0090.00

－ 84.50

90.00

90.00

－

－

90.00

142.00

当該年度内に開票した選挙の平均
開票時間(衆議院選挙は、3選挙と
する)

150.00

指
標

安芸高田市議会議員一般選
挙　投票事務従事者延数

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

分
平均開時間数

計画値

実績値
当選人の数

指　標　名

88.00 －

安芸高田市議会議員一般選
挙　開票事務従事数

単位 計画値

人 実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

H28 年度実績値 － 84.50

安芸高田市長選挙及び安芸高田市議会議員補欠選挙は、いずれも無投票。
財産区議会議員一般選挙の３回の選挙は、いずれも無投票。
第４６回衆議院総選挙は、衆議院解散により執行された。

－ する)分

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

463 選挙管理委員会事務局（選挙執行事業）


